【資料】
景気の早期回復・震災復興に向けて
最低賃金の大幅引上げと中小企業支援策の実施を
２０１２年１月
全国労働組合総連合

１．地域で雇用と経済を支えている中小企業・業者の経営状況は、長期にわたり厳しい状況におかれてきました。大企業は2008年のリーマンショックの後、短期に業績のＶ字回復をなしとげましたが、中小企業は仕事が増え始めても利益がでないままでした。そこへ東日本大震災と原発事故、放射能汚染問題が広がり、再び地域経済は冷え込む事態となりました。震災からの復興をもテコにして国民経済の立て直しが検討されるべき時期に、今度は欧州財政危機をきっかけとした超円高と世界的な経済低迷の流れが起きかねない状況となっています。
政府はこの間、返済猶予を求める中小企業経営者の声に応えて、「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」の再延長（2013年3月末終了）や、基本的に全業種を対象にする「景気対応緊急保証」や「セーフティーネット保証」（保証限度額を別枠で行う中小企業信用保険法に基づく制度）の延長、融資枠の拡大などを実施してきました。「東日本大震災及び円高への対応に係る中小企業資金繰り支援策」「東日本大震災復興特別貸付」などの手立ても打たれてきました。

しかし、融資中心の「供給サイドの救済策」だけでなく、有効な内需刺激策が行われなければ景気対策は効果を発揮しません。有効需要の創出が、今の経済政策の最大のテーマです。
２．需要の低迷の背景にあるのは、消費購買力の低迷であり、その原因は長期にわたる労働者所得の減少傾向です。したがって、内需の喚起をはかる上で、重要かつ即効性のある処方箋は雇用を創出することと低すぎる賃金を底上げすることです。

政府は使用者代表、労働者代表との合意で最低賃金をすみやかに800円以上とし、さらに2020年前に全国平均1,000円とすることを目標として確認しています。最低賃金の底上げは、「働く貧困層」をなくし、低賃金ゆえに公的扶助に頼らざるをえない人々の自立を促進するという政策目標の実現に資するだけでなく、消費性向の高い低所得層の購買力を高め、地域から消費の活性化をはかることを可能とします。非正規労働者の時給と初任給の底上げは、中堅労働者層の賃金低下を止める効果も発揮し、内需の健全な発展を育む効果が期待されます。

また現在、不安定な雇用を是正するための労働者派遣法の改正や有期労働契約の規制、パート法の改正などが審議されています。震災復興やエネルギー政策の転換にかかわって、新しい雇用の創出も大きな課題となっています。

３．しかしながら、最低賃金の大幅引き上げをはじめとする雇用の質の向上は、経営に対して一定のコスト負担を求めることになります。今の経営状況を考慮すると、当初のコストが、消費となって生産を刺激し、乗数効果を発揮して景気回復の流れを生み出すまでの間、支払い能力の面で不安のある中小企業に向けた特別の支援策が必要です。
政府は厚生労働省と経済産業省による「中小企業支援等の最低賃金引き上げ対策検討チーム」を発足させ、一定の施策を打ち出していますが、効果はまだ限定的です。

全労連は全国各地の地域行動において、商店街・中小企業訪問・懇談に取り組み、経営者・業者団体などとの意見交換を通して得た声・要求をもとに、以下の要求の実現を求めます。

最低賃金の抜本改革とあわせて実施すべき中小企業向けの制度導入・制度改正
１．中小零細企業に対する緊急かつ臨時の支援策

（１）「最低賃金底上げ支援特例補助金」

· 「賃金改定状況調査」の対象とされている規模29人以下の企業を対象とする。現行最低賃金を全国一律で1,000円に引き上げる際に上積みが必要となる労働者の賃金補填分（所定労働時間×補填金額分）を1年間、公的に助成する。個別労働者の賃金（時間額）と所定労働時間が記載された賃金台帳を労働局に提出し、支給対象者を把握し、労働局から支給する。労働局は履行確認のための臨時検査を行いうるものとする。

（２）固定費補助などの緊急対策
※　工場・事務所家賃、固定資産税、電気代、水道代、電話代などの固定費負担に対する一定の補助を行う。

※　固定資産税の減免措置を行う。

（３）緊急支援策の財源
· 上記の緊急支援策の財源は、大企業・富裕者に対する増税によってまかなう。
・所得税の最高税率の引き上げ。証券優遇税制の見直し。研究開発減税の見直し。
２．「消費税法」

· （小規模事業者に係る納税義務の免除）第９条　事業者のうち、その課税期間に係る基準期間における課税売上高が1,000万円以下である者については、第５条第１項の規定にかかわらず、その課税期間中に国内において行った課税資産の譲渡等につき、消費税を納める義務を免除する。

⇒下限を3,000万円以下に戻すこと。

３．「独占禁止法」の改正

· （準）第3条「経済産業大臣は、下請中小企業の振興を図るため下請事業者及び親事業者のよるべき一般的な基準（以下「振興基準」という。）を定めなければならない。」

⇒　不公正取引の罰則を強化する。下請代金法に違反する「買いたたき」や「減額」などに対する損害賠償として、被害額の3倍（米国クレイトン法）を下請け企業に支払う法改正を行うこと。
⇒　規模30人以下の零細業者は適正価格維持のための価格協定が必要であるから、労働組合の賃金協定と連動した価格協定については、独占禁止法の「カルテル」の適用除外とすること。

⇒　親会社・大企業による優越的地位を乱用した下請法違反が後を絶たない現状に鑑み、下請け取引検査官の大幅な増員など、検査・監督を強めること。
４．「下請いじめ防止法」の制定
· 現行の下請け中小企業振興法の「振興基準」第3条「経済産業大臣は、下請中小企業の振興を図るため下請事業者及び親事業者のよるべき一般的な基準を定めなければならない。」を中心とした「下請けいじめ防止法」を策定すること。
⇒　「振興基準」に民事効を付与。
「1．取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、代金の支払方法、品質、材料費、労務費、運送費、在庫保有費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した、合理的な算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労働時間短縮等労働条件の改善が可能となるよう、下請事業者及び親事業者が協議して決定すること。」

⇒　下請け企業における労基法・最賃法違反の背景に、発注先大企業による不当な価格設定などがある場合、労働基準監督機関が、下請け企業の秘密保持の上で、公正取引委員会との連携をはかりつつ、大企業への是正指導を行えるものとすること。

５．「下請代金支払遅延等防止法」の改正
　
※　第３条「親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、直ちに、公正取引委員会規則で定めるとこ
ろにより下請事業者の給付の内容、下請代金の額、支払期日及び支払方法その他の事項を記載した書面を下請事
業者に交付しなければならない。ただし、これらの事項のうちその内容が定められないことにつき正当な理由が
あるものについては、その記載を要しないものとし、この場合には、親事業者は、当該事項の内容が定められた
後、直ちに、当該事項を記載した書面を下請事業者に交付しなければならない。」

　⇒　運用基準を見直しし、違反事例の指針の改善を行う。

1 労務単価が最低賃金を割り込むような、低額の価格の押し付けは認められないものとすること。

2 材料費や最低賃金などのコスト増に伴う単価上昇を認めないことや、下請の技術開発を勘案せずに単価を引き下げることは違反行為とすること。

3 夕方発注・翌朝納品や金曜発注・月曜納品などの発注には、「割増単価」を義務付ける。

６．｢中小企業における労働力の確保及び良好な雇用機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律｣
※　第3条「厚生労働大臣及び経済産業大臣は、中小企業者が行う労働力の確保を図るための雇用管理の改善に係る措置及び良好な雇用の機会の創出に資する雇用管理の改善に係る措置に関し、基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めなければならない。」

⇒実効性を高める。

7． 中小企業対策予算の増額

　
※　産業の核であり、雇用の最大の担い手である中小企業の存在にふさわしい予算・対策費用を計上する。

８．経済的従属性の高い個人請負・委託事業主に向けた適正な保護政策の確立

(1) ＩＬＯ198号勧告に基づく労働者性判断の基準をとり入れ、関係国内法を整備すること。
(2) 経済的従属性の高い請負・委託事業主には、請負・委託の単価に最低賃金規制を適用するなど、労働者保護を類推適用する仕組みを整えること。

９．「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」

　※　第15条「国は、各省庁の長等による公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（「適正化指針」）を定めなければならない。

⇒　入札にあたっては現場で仕事を担う企業に適正な利潤を、現場労働者に適正な賃金を保障するものとする。
10．「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」
※　第４条「国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案して、中小企業者の受注の機会の増大を図るための方針を作成するものとする。」

⇒　中小企業の受注の増大をはかる。
※　また、国等の発注においても最低制限価格制度の導入や、低入札価格調査制度の厳格な運用を実施する。とくに、大企業による低価格入札は不当廉売とみなし、必要な措置を講じること。

11．公共調達の見直し、「公契約法」ならびに「公契約条例」の制定

　※　財政難のなか、公共調達にかかわるさまざまな契約が競争入札にかけられ、価格が極端に低下している。そうした下では、労働者の賃金・労働条件も大きく切り下げられている。落札企業が、途中で倒産したり契約返上する事態が各地で発生しており、適正利潤を含んだ価格設定を実現しうる公共調達のあり方が求められている。

こうしたなかで、千葉県野田市で全国初の公契約条例が制定され、国に対しては公契約法の制定が待望されている。国と自治体が、発注者責任において、現場労働者の賃金・労働条件を適正な水準に保たせるための法律・条例を制定し、受注企業に守らせることで、ダンピング競争による中小経営困難と労働者の困窮を防ぐ。

12．「事業承継税制」の確立

※　中小企業の事業承継のために行われる相続は、非事業者の相続と区分し、企業の事業用資産を包括的に
　承継し、事業を継続する場合には、相続税を非課税ないし減免する等、負担の減免を図る措置を講じる。
13．最低賃金が大幅に引き上げられる場合の経過措置について

　現行の地域別最低賃金の金額を大幅に引き上げ、全国（一律）制度に改正するにあたっては、経過措置をとることとする。小規模企業の経営状況に配慮し、減税や「最賃底上げ支援特例補助金」を設けるなどして、経済的波及効果を確かめながら、あるべき最低生計費水準にまで引き上げていく。

1 現行制度において比較的金額水準の高い地域（現行制度のＡ、Ｂランク地域）は、制度施行と同時に、新しい「最低賃金水準」を適用するものとする。

2 現行制度において相対的に金額水準の低い地域（現行制度のＣ、Ｄランク地域）は、一定の移行期間をとり、できるだけ速やかに金額を引き上げて、新しい「最低賃金水準」を適用するものとする。
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